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本日の議題

⚫ 2024/11/28の本委員会では、北海道・本州間海底直流送電を含む地域間連系線等の整
備に係る資金調達等の課題や、今後の対応の方向性について御議論頂いた。

⚫ 北海道・本州間海底直流送電については、昨年末にかけて、電力広域機関が実施案の応募に
関する意思確認を実施し、２の事業者から応募意思表明書が提出された。

⚫ 今後、電力広域機関が応募資格の審査を行った上で、有資格事業者による実施案の提出、
電力広域機関における広域系統整備計画の策定がなされ、工事が開始される予定。

⚫ 一方、今後本プロジェクトを着実に進めていくためには、有資格事業者における技術面の更な
る精査に加えて、先行利用者との調整や、資金調達の課題への対応など、国の制度的な措置
も必要となる。この点、一部の応募意思表明書を提出した事業者からも、事業を進めていく上で
は、資金調達を含めた課題等に対応することが必要といった、条件が提示されており、プロジェク
トの実施に向けて対応を進めていく必要がある。

⚫ 本日は、北海道・本州間海底直流送電に関する応募意思表明の状況や提出事業者から提
示されている条件などについて御報告するとともに、今後の対応の方向性について御議論頂く。



⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素化の要請がより一層強まる中、地域間連系線の整備は、
再エネの大量導入と電力のレジリエンス強化につながるもの。

⚫ このため、再エネ適地と需要地を結び、国民負担を抑制しつつ再エネの導入を図るとともに、首都直下地震
等により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合のバックアップ機能の強化を
図るため、全国大での送電ネットワークの増強を進めることが必要。

【参考】地域間連系線の整備の状況と今後の方向性
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令和6年7月8日 第58回
基本政策分科会 資料１ 一部加工
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【参考】地域間連系線の整備の状況・課題について

⚫ 現在、電力広域機関では、マスタープランを踏まえ、東地域（北海道本州間海底直流送電）や西
地域（関門連系線）の系統整備に向けた計画策定プロセスを進めている。

⚫ いずれの整備も、事業実施主体の組成やケーブルの敷設方法、先行利用者との調整等の課題が
あるが、特にファイナンス面の課題が顕在化している。

➢ 北海道本州間海底直流送電については、送電事業のライセンスを取得したSPC（特別目的会
社）を組成し、プロジェクト自体の収益性に着目したプロジェクトファイナンスにより資金を調達する
ことを軸に検討されている。プロジェクトのリスクに応じた適正なリターンや、資金の量的な確保の
課題について、引き続き検討を深めていく。

➢ 関門連系線については、一般送配電事業者等が事業実施主体となることが想定されているが、本
プロジェクトは、総額3,700～4,100億円程度の巨額な事業。事業実施主体の資金調達・費用
回収の在り方が課題となっている。

北海道本州間海底直流送電 関門連系線

概算工事費※ 1.5～1.8兆円 3,700～4,100億円

概算工期※ 6～10年程度 6～9年程度

事業実施主体
SPC等が想定

（実施案及び事業実施主体の公募に係る公募要綱骨子案に対し
て、SPCの組成等を想定した意見が寄せられている）

一般送配電事業者等
（中国電力ネットワーク株式会社、九州電力送配電株式会社、

電源開発送変電ネットワーク株式会社が有資格事業者となっている）

※基本要件策定（2024年4月3日）時点

第80回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2024年9月9日） 資料4 一部加工
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北海道・本州間海底直流送電の状況について①

⚫ 北海道・本州間海底直流送電について、電力広域機関が実施案の応募に関する意思の確認を実施したと

ころ、２の事業者から応募意思表明書が提出された。

⚫ このうち、送配電事業者4社※の連名による意思表明については、資金の調達・回収や、基本要件からの工

事費・工期が変更した場合の扱いの整理等、事業の実現可能性の見通し確保のための課題を解決するこ

とが条件として設定され、対応策の検討等を踏まえてもなお、条件が充足しないと判断する場合には、実施

案提出時期の延期や実施案の提出を辞退する等の対応を行う旨が示されている。

※北海道電力ネットワーク、東北電力ネットワーク、東京電力パワーグリッド、電源開発送変電ネットワーク

⚫ これらの課題は、公募を実施した電力広域機関だけでは対応できないものがあることから、同機関から国に

対して報告があったもの。このため、本審議会においても御報告する。

⚫ なお、今後、応募意思表明を行った事業者のうち、電力広域機関にて応募資格を満たしていることが認めら

れた事業者は、検討体を設置し、実施案の作成に向けた検討を進めることになる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_85_01_01.pdf

第85回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2025年1月27日） 資料4
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【参考】第86回広域系統整備委員会 資料４（2025年1月15日）

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_04_01.pdf

第85回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2025年1月27日） 資料4



⚫ 送配電事業者4社の連名による意思表明について、整備に当たっては、技術面の検討を進めるとともに、事
業性の確立に向けて、金融機関等から必要な融資が得られることが必要などの条件が付されている。

⚫ 特に資金調達等の課題への対応については、第７次エネルギー基本計画（案）でも提示しているとおり、託
送料金制度における費用回収の在り方や資金を量的に確保するための仕組みなど、制度面を含めて検討
を進めることとしている。また、費用増額に時の対応については、想定追加費用に関するコストの考え方を事前
に整理しガイドライン等に取りまとめるなどの方向性も示しているところ（2024/11/20の電ガ小委、11/28
の再エネ大量導入小委）。

⚫ 引き続き、本プロジェクトを着実に進めるためにも、制度面を含む検討を行っていく。

北海道・本州間海底直流送電の状況について②

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_86_04_05.pdf

◆第86回広域系統整備委員会 資料４－２（2025年1月15日）
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第85回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2025年1月27日） 資料4 一部加工
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【参考】第７次エネルギー基本計画（案）
② 電力ネットワーク（系統）の増強（抜粋）

(ア) 地域間連系線や地内基幹系統等の整備
地域間連系線については、再生可能エネルギーの導入等に計画的に対応するため、広域連系系統のマスタープランを踏

まえて整備を進め、費用を再生可能エネルギー賦課金や全国の託送料金等を通じて負担する仕組みを導入している。こう
した制度の下、北海道・本州間の海底直流送電や中国九州間連系設備（関門連系線）の整備など、今後１０年間程度で、
過去１０年間（約１２０万ｋＷ）と比べて８倍以上の規模（１０００万ｋＷ以上）で整備を目指しており、資金調達等の
課題に対応するための必要な制度的措置等を検討していく。
また、今後、再生可能エネルギーの更なる導入や大規模電力需要の局地的な立地が見込まれる中、地域間連系線の整備

の在り方の見直しが必要になる可能性がある。このため、広域連系系統のマスタープランについて、将来の再生可能エネ
ルギーの導入状況や大規模需要の立地状況等を踏まえた見直しの検討を進めていく。
加えて、再生可能エネルギーを最大限活用するとともに、自然災害時等のレジリエンスを強化し、電力の安定供給を確

保するためには、地内基幹系統等を効率的に整備することも重要である。これまで地内基幹系統は、エリアの一般送配電
事業者が整備してきたが、更なる計画的整備のため、地域間連系線と一体的に整備するものや広域的取引に資するものは、
電力広域的運営推進機関の関与の下で、一般送配電事業者が整備を進めることとした。こうした中、再生可能エネルギー
の導入等に資する地内基幹系統等についても、これまで以上に効率的な整備が必要となる。このため、各エリアの一般送
配電事業者等が、より効率的・計画的に整備を進めるための仕組みを検討するとともに、再生可能エネルギー電源の立地
地域の負担とその全国への裨益を踏まえ、エリアを越えた費用負担の仕組みも検討していく。

 (ウ) 送配電網の整備に係る資金調達等の課題への対応
一般送配電事業者等は、これまでも、地域間連系線の整備を含め巨額の投資を行ってきたが、今後、脱炭素化や電力の

安定供給確保に向けた投資や既存設備の更新等、加速度的に巨額の投資が必要となる見込みである。こうした中、一般送
配電事業者は、レベニューキャップ制度の下、必要な系統整備等の費用の回収の蓋然性が高いとしても、一定規模以上の
大規模投資の場合、工期が長く、費用回収に長期間を要することから、キャッシュフローの悪化を懸念し、その結果、必
要な投資が停滞する可能性がある。また、ＳＰＣ（特別目的会社）等を組成して行うプロジェクトファイナンスの場合に
おいて、金融機関は、費用増額時等の費用回収のリスクを踏まえ、大規模な融資を躊躇する傾向にあり、投資が遅れる可
能性がある。今後、電力需要の増加の可能性や再生可能エネルギーの導入拡大、自然災害発生リスクの高まり等に伴い、
北海道・本州間の海底直流送電や大規模地内基幹系統等への機動的な投資が重要となる中、資金調達が制約となり必要な
投資に遅れが生じてはならない。このため、託送料金制度における費用の回収の在り方や資金を量的に確保するための仕
組みなど、制度的な対応を含めた資金調達環境の整備について検討を進める。

第85回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2025年1月27日） 資料4
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【参考】地域間連系線の整備に係る資金調達・費用回収

⚫ 地域間連系線の整備について、現行制度では、着工段階では電力広域機関による値差収益を原資とした貸

付と再エネ賦課金の前倒し交付（特定系統設置交付金）が措置されている。
※認定整備等計画に基づく地域間連系線（こう長が100km以上又は送電容量が100万kW以上の連系線）の整備の場合

⚫ 託送料金（全国９エリア負担）及び再エネ賦課金（系統設置交付金）については、設備の運転開始後、
減価償却期間に渡って回収される仕組みとなっている。

再エネ賦課金
（系統設置交付金）

託送料金等
前倒し交付（特定系統設置交付金）

運転開始

電力広域機関
による貸付

減価償却期間建設着工

第83回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2024年11月20日） 資料7



⚫ 令和６年度補正予算において、海底直流送電の整備計画の策定に向けた調査費用の補助を措置。今後、
実施主体候補が実施案の作成等を円滑に行えるよう支援していく。

【参考】北海道・本州間海底直流送電関連の予算について

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/hosei/pdf/r6_pr.pdf 10

第85回 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小
委員会（2025年1月27日） 資料4
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【参考】北海道電力ネットワーク株式会社、東北電力ネットワーク株式会社、 
東京電力パワーグリッド株式会社、電源開発送変電ネットワーク株式会社による説明資料

（第86回広域系統整備委員会（2025年1月15日） 資料４－２）
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【参考】有限責任監査法人トーマツへのヒアリング資料
（第85回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会

電力・ガス基本政策小委員会（2025年1月27日） 資料５抜粋）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/085_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/085_05_00.pdf
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